
社会保障国民会議の開催について  

平成20年1月25日  

間 議 決 定  

1．趣旨   

将来にわたって国民に信頬される社会保障制度に裏打ちされた、すべての人が   

安心して暮らし、本当の意味での豊かさを実感できる社会をつくっていくために   

取り組んでいくことが必要であるという観点から、有識者の参加を待つつ、社会   

保障のあるべき姿と、その中で、政府にどのような役割を期待し、どのような負   

担を分かち合うかを、国民が具体的に思い描くことができるような議論を行うた   

め、社会保障国民会議（以下「会議」という。）を開催する。  

2．構成  

（1）会議は、有識者により構成し、内閣総理大臣が開催する。  

（2）会議の座長は、互選により決定する。  

（3）会誌は、必要に応じ、関係大臣その他関係者の出席を求めることができる。  

3．分科会   

会議は、必要に応じ、分科会を開催することができる。分科会の構成員は、座   

長が指名する。  

4．その他   

会議の庶務は、内閣官房において処理する。  
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社会保障国民会議 名簿  

大森  禰  NPO法人地域ケア政策如トワーク代表理事、東京大学名誉教授  

トヨタ自動車株式会社取締役相談役  奥田  碩  

小田輿之彦  社団法人日本青年会議所会頭  

唐澤 帝羊人  社団法人日本医師会会長  

神・田 敏子  全国消費者団体連絡会事務局長  

権文 書－  慶康義塾大学商学部教授  

塩川正十跡  東洋大学総長  

清家  篤  慶應義塾大学商学部教授  

高木  剛  日本労働組合総連合会会長  

社会福祉法人プロップ・ステーション理事長  竹中 ナミ  

社団法人全国老人福祉施設協議会副会長  中田  清  

NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事長  樋口 恵子  

南  砂  読売新聞東京本社編集委員  

京都府知事  山田 啓ニ  

東京大学大学院経済学研究科教授  吉川  洋  
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社会保障国民会議運営要領  

1．会議は、非公開とする。  

2．事務局は、会議における審議の内容等を、会議終了後、遅滞なく、適当と   

認める方法により、公表する。  

3．事務局が、審議の内容等を公表する際は、会議において配付された資料も   

原則として併せて公表する。  

4．会議の議事要旨については、これを速やかに作成し、公表する。  
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社会保障国民会議の今後の検討体制について（案）  

以下のように分科会を設置し検討を進めてはどうか。  

（D所得確保・保障〔雇用・年金〕  

②サービス保障〔医療・介護・福祉〕 

③持続可能な社会の構築〔少子化・仕事と生活の調和〕  

※委員は、それぞれ10名程度とする。  
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社会保障国民会議持続可能な社会の構築（少子化・仕事と生活の調和）分科会名簿  

阿藤  誠  早稲田大学人間科学学術院特任教授  

阿部 正浩  濁協大学経済学部准教授  

飯泉 嘉門  徳島県知事  

国連人口基金東京事務所長  池上 清子  

東北福祉大学教授  岩測 勝好  

日本経済団体連合会少子化対策委負会企画部会部会長代理  荻野 明彦  

NPO法人び－のび－の理事長  奥山千鶴子  

宮古市長  熊坂 義裕  

（株）フジテレビジョン編成制作局アナウンス室主任  木幡 美子  

NPO法人フローレンス代表理事  駒崎 弘樹  

「宣伝会議」編集室長  田中 里沙  

NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事長  樋口 恵子  

日本労働組合総連合会副事務局長  山口 洋子  

東京大学大学院経済学研究科教授  吉川  洋  
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社会保障国民会議持続可能な社会の構築〔少子化・仕事と生活の調和〕  

分科会運営要領  

1．分科会の座長は、互選により決定する。  

2．分科会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。  

3．分科会は、原則として公開とする。  

4．事務局は、分科会における審議の内容等を、分科会終了後、遅滞なく、適   

当と認める方法により、公表する。  

5．事務局が、審議の内容等を公表する際は、分科会において配付された資料  

も原則として併せて公表する。  

6．分科会の議事要旨については、これを速やかに作成し、公表する。  
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児童福祉法等の一部を改正する法律案の主な内容   



2 児童福祉法の改正②（困難な状況にある子どもや家庭に対する支援の強化）  

（1）里親制度の改正（平成21年戯  
○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親  

制度を見直す。   
○ 都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすもの  

に委託できることとする。   

鑑L吐規模住居型児童養育事業の創設（平成21年4月施行）   

○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の  
要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。   

蘭  

○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、   
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。   

（4）年長 児の自立支援策の見直し（平成狙年4月施行）  

○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の  
児童のほか、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。   

く5）施設内虐 待の防止」平成21年4月塵登と  

○ 児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審  
議会等が講ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。   

（6）その他（平成21年4月（提 阻ま平成22年4月）施行）  

○ 児童相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。   

0．児童家庭支援センターについて、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。   
○ 都道府県における里親や児童養護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。  
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3 次世代育成支援対策推進法の一部改正①（地域における取組の促進）  

M弘⊆よる参酌標準の提示：（公布力、ら起算して6月以内Iこ施行）  
○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに   

際して参考とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  （2）櫛 （公布力、ら起算して6月以内施行）  

○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させ  
るよう努めるものとする。  

3）地域行動計画の定期的 な評価■見直し（平成22年4月施桝  

○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよ   

う努めるものとする。  
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